
■経済産業省の「稼ぐ力」研究会報告

経済産業省素形材産業室室長補佐（企画調整担当）

岡本 武史 氏

経済産業省（以下、「経産省」）の岡本です。本

日は、昨年度に実施した「素形材産業を含めた製

造基盤技術を生かした『稼ぐ力』研究会」（以下、

「稼ぐ研」）の結果を中心に、シリコンバレーの最

新情報なども織り交ぜながら話します。

今回、公益財団法人中部圏社会経済研究所が

「中部圏ものづくり企業の『稼ぐ力』研究会」を

立ち上げましたので、先行して「稼ぐ研」を実施

した立場から、今後に生かしていただく意味で、

ポイントを総括して話します。

１．経産省素形材産業室の紹介

まず、経産省素形材産業室について説明します。

当室は、金属等の素材に鋳造・鍛造・プレス・熱

処理など加工を施す産業、素形材の製造に必要な

金型・設備・治工具などを製造する産業を担当し

ています。業界の構造は、川上である鉄鋼業や非

鉄金属業と、川下である自動車産業や産業機械な

どに挟まれている川中の企業群であり、従業員20

人から50人程度の小規模の会社が大半です。

例えば、自動車製造での企画・製品設計・試作・

量産に至るプロセスの中では、素形材産業は量産

の部品製造や加工、組み立てを担当している産業

です。図２では、赤い点線で囲まれた部品製造・
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公益財団法人中部圏社会経済研究所企画調査部部長 今村 諭司

中部圏ものづくり企業の「稼ぐ力」研究会

第１回 経済産業省の「稼ぐ力」研究会報告と今後の進め方

人口減少に伴う国内市場や労働力の縮小、AI・ビッグデータ解析やIoTの活用などをきっかけにした第

４次産業革命と言われる大きな変革の動きなど、中部圏の製造業を取り巻く環境は一層不透明になりつつ

あります。こうした中でも、中部圏のものづくり企業が持続的に事業を維持し継続し拡大していくために

求められることは何か、その先に目指すべき姿はどのようなものかを検討するため、参考となり示唆に富

むであろう企業の事例を集め、「中部圏ものづくり企業の『稼ぐ力』研究会」（座長:新宅純二郎 東京大

学大学院経済学研究科教授）にてこうした企業の方からプレゼンテーションいただき、学識経験者や有識

者による議論・分析を経ながら、今後の中部圏ものづくり企業の目指すべき方向性について、研究をすす

めていきます。第１回研究会（2017年６月８日開催）は、経済産業省素形材産業室室長補佐の岡本武史氏

にご講演いただきましたので、以下の通り要旨を報告いたします。
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部品加工、すなわち鋳造・ダイカスト・鍛造・プ

レス・粉末冶金・熱処理等々の工程を担当する企

業です。素形材産業室の担当する企業の多くがこ

の中の単一工程だけを担っています。左下の三角

形の図にある通り、自動車産業のサプライチェー

ンでは、TierⅡ（２次外注）、TierⅢ（３次外注）

もしくはTierⅣ（４次外注）以下に相当する企業

が多い状況です。

右上のグラフは、付加価値を縦軸に、調達・量

産・販売・サービスに至るバリューチェーンを横

軸に見た場合に「スマイルカーブ」と言われるよ

うに、単一工程のみ担当するこのような企業はな

かなか「稼ぐ」ことができません。

川上、川下は主に大企業であり企業数が少ない

が、川中は、主に中小企業であり多くの企業があ

ります（付表①）。川上ないし川下は、自社製品

の販売価格のコントロールが比較的容易な構造で

ある一方、間に挟まる川中は採算を取るのが難し

く、つらい構造になっています。「稼ぐ研」では、

こうした中でも「稼いでいる」企業の意見を聞い

た結果をベースとして報告をまとめています。

２．素形材産業を取り巻く状況

次に、背景にあった、素形材産業を取り巻く日

本経済の課題についてお話します。

まず、中長期で見た場合の「量」の減少です

（付表②）。GDPで見た場合、先進国や新興国が

高成長を続ける中、日本は足踏みしています。外

貨獲得の観点では、製造業では輸送用機械と一般

機械が黒字を支えていますが、米国でのEV（電

気自動車）開発や自動走行、第４次産業革命を考

えると、日本における外貨獲得の構造が変わって

しまうのではないかと懸念され、また、自動車産

業が将来も高収益を維持できるか楽観視できない

状況にあると考えられます。特に北米を含む、先

進国向けの輸出が今のレベルを維持できるか疑問

です。日本の人口減少で日本市場向けの生産が減

少するのはやむを得ませんが、これまで比較的好

調であった、完成車輸出、特に主たる北米向けの

輸出が減少するなら、全体の「量」の減少が大変

懸念されます。

次に、「質」の変化です（付表③）。

大量生産を前提として、長い年月をかけて複雑

なサプライチェーン構造が形成されてきましたが、

自動車産業は歴史的転換期を迎え、ビジネスモデ

ルが大きく変わる可能性があります。その流れに

もまれ、小規模の川中の中小企業は、スピンアウ

トされる懸念があります。つまり、EV開発や自

動走行がアメリカ発でどんどん実現する中で、自

動車産業が形成してきたサプライチェーンが壊れ、

川中で中小企業が利益を稼ぐビジネスモデルが崩

壊する可能性があるということです。生産量が減

少する懸念に加え、「稼ぎ方が変わるのではない

か？」、「変えなければ崩壊するのではないか？」

という懸念です。

次は短期的に見た、人口減少と人手不足です

（付表④）。日本の総人口は、2015年の1.27億人に

対し、2030年には1.17億人、2060年には0.87億人

と減少します。これに伴い、生産年齢人口も0.44

億人に減少するとされます。2015年の0.77億人か

ら、７分の４になってしまう。現在の労働人口の

７分の４になって、果たして大丈夫かという懸念

です。

企業の経営者の年齢のピークは、現在66歳です。

中規模企業が67.7歳、小規模企業が70.5歳ですが、

来年度から数十万人単位で、団塊の世代の経営者

の引退が始まります。中小企業の経営者の年齢が

最も高く、円滑に事業継承がなされるかも懸念さ

れます。
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そんな中で、素形材産業に焦点を当てて話しま

す（付表⑤、⑥）。日本の素形材産業の強みは、

素形材産業が顧客である納入企業の要請に応えて、

通常では採算のとれないような製品・サービスの

「造りこみ」を行ったり、単一製品・単一工程に

特化したゆえの高い技術、生産現場の改善による

高い製造品質や短納期の納品対応などによりもた

らされたものであると考えられますが、これは中

小企業の利益には、あまり直結していないのでは

ないかと考えます。高品質・短納期にもかかわら

ず「安価」であるためです。

大企業から見た素形材産業は、高品質・安価・

短納期で少量多品種のものを提供してくれる「あ

りがたい」企業群となっており、だからこそサプ

ライチェーン構造が維持されてきたと考えます。

海外の企業が「日本の中小企業に依頼すると、

新興国に比べて販売価格は高いが、品質、納期は

間違いない」と言います。海外企業が長期の日本

企業との取り引きで築いた、「Trust（信頼）」も

強みの１つと思いますが、こうした「強み」にま

い進するかたわら、再投資に可能な利益が確保で

きているか？に着目しています。

すなわち、限界を超えた短納期・低価格を提示

して受注に結びつけたり、過度の営業経費をかけ

て個々の取り引きで薄利になりながら売上目標を

達成するような短期的な採算を追いかけたり、新

技術対応や老朽更新の設備投資による償却負担の

増加やR&D費が経営を圧迫し、将来に備える余

裕資金は不足しているのではないか。企業にヒヤ

リングして「稼ぎ頭は償却が終わった設備年齢10

年以上のラインだけ」、「補助金で初期費用と償却

負担を何とかごまかしながらやっている」といっ

た心配な声が聞こえました。

３．「稼ぐ研」の事例紹介

全国多くの企業にヒヤリングしましたが、本日

はその中でも、比較的若い経営者で、従業員規模

も数十人と少なく、ユニークな経歴や事業に取り

組む企業を説明します。

まず、株式会社井口一世（埼玉県所沢市）（付

表⑦）です。従業員42名で売上高78億円と、「従

業員１人あたり売上２億円」のとても収益性の高

い企業です。プレス品の試作を「金型レス、切削

レス」で実施し、稼いでいる企業です。

付表⑦左下の「経営危機。新ビジネスモデルで

第２創業」にあるように、父親の急死で事業継承

したものの、量産の仕事は中国に流出し、採算が
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取れず苦労していた会社です。どうしても稼げな

い中で、一旦承継した事業を全部廃業し、社長自

身が２億円の資金を調達し、会社を立ち上げまし

た。量産から真逆の発想で、小ロットの試作品を

「金型レス、切削レス」で生産するビジネスに転

換し成功しました。

付表⑦右上のキーワードにあるように、過去の

失敗や加工データ履歴を蓄積して、理論上の最適

レベルを超えた実務から導き出した最適データを

機械にプログラミングし、機械の精度を高めまし

た。

これにより、競合他社より低コストや短納期の

試作が可能となり、試作受注が急増しました。

ユニークなのは、ITの知見を駆使し、データ

を蓄積・分析して、従前の最適解と違うところが

実は最適と分析するところまで到達したこと、プ

ログラミングした機械はブラックボックス化され

ノウハウの流出は回避していますが、一方でその

機械の使い方が分かれば、誰でも同じ精度の製品

が製作できるまでに仕上げており、その点もユニー

クです。

次は、株式会社由紀精密（神奈川県茅ケ崎市）

（付表⑧）です。創業時は公衆電話のネジを生産

する会社でしたが、需要減少に苦しむ中で一念発

起して、航空、宇宙、医療の分野に進出した企業

です。

付表⑧左下の「電気機器売上９割を、10年で航

空・宇宙・医療５割に」の年表にあるように、元々

公衆電話の部品製造の会社でしたが、1991年のバ

ブル崩壊と2001年のITバブル崩壊で壊滅的な打

撃を被りました。現在の３代目社長が入社した

2006年時点で多額の借入金があり、公衆電話の部

品製造を継続しても再生できないと考え、いろい

ろ考えた末に、自社の強みを分析するため取引先

にアンケートをしました。自己分析のため自分で

考えず、他人に聞いたことが効果的でした。顧客

に「何で当社と取り引きするのですか？」と聞い

たら「結構品質がいいんだよ」と言われて「自社

は品質が良い」と気づいて、高品質ならば付加価

値が高い分野に転換した方がよいと考えました。

取引先が未開拓で売り上げが上がる前に、まず品

質管理システムの国際認証を取得したことがユニー

クです。

右上のキーワードにあるように、高品質を評価

いただける顧客を開拓し、取り引きを拡大する事

に集中しました。国際認証基準を取るために、品

質管理の体制を構築したことも再建に寄与しまし

た。また、海外の展示会活動を粘り強く続け、海

外の顧客に訴求し、高品質が要求される、航空・

宇宙の分野で顧客を獲得しました。

次は、比較的規模が大きな、菊池製作所株式会

社（東京都八王子市）（付表⑨）です。元々、自

動車向けの量産の仕事でしたが、現在は、ロボッ

ト事業に軸足を移しています。一括一貫体制が可

能な技術の幅の広さがあり、試作から量産まで一

貫して生産ができます。「ものづくりのプロであ

るが、アイデアは外にお任せしよう」というユニー

クな経営方針があり、「産学連携で自社にはない

シーズとアイデアの取り込み」と付表⑨右肩のキー

ワードにあるように、近辺の大学教授に次の産業

の芽とアイデアを聞いています。自社でできない

難しいことは外部の力を借りて、そのアイデアを

自社の技術で実現し、新しい分野を開拓している

ところが特徴です。

次は、株式会社IBUKI（山形県河北町）（付表

⑩）です。松本社長が製造系ITコンサルティン

グ会社に在職した際に、「安田製作所の再生を担

当できませんか」との案件を引き受けたのがきっ

かけです。付表⑩右下の「突破力と価値づくりで、

収益構造を変革」にあるように、強みの再確認と

訴求力を強化したことがポイントです。強みは、

樹脂部品の微細特殊加工であり、もともとの企業

にあったものですが、必ずしも企業内において自

覚されていないものでした。この点を独自のノウ

ハウで社員に自覚させていった点がポイントです。

また、訴求力強化につきましては、主としてそう

した人材を確保し活用したという点がポイントに

なります。すなわち、株式会社O2（松本社長の

コンサルティング会社）に、最終納入メーカーの

設計会社の設計部門、開発部門の知人がおり、直
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接株式会社IBUKIを訴求し、そこから直接納入

のＴireⅡ企業に話を下ろしていった、といった

従前の取り引きのラインを超えることができる人

材を獲得・活用した点がポイントになったと思い

ます。

次に、株式会社ナノ・グレインズ（長野県諏訪

市）（付表⑪）です。親会社の株式会社小松精機

工作所が超微細粒鋼の研究をしており、その加工

技術を行なう株式会社ナノ・グレインズを2014年

に設立しました。創業３年目、従業員７名と小規

模ですが、売上高１億円に届きそうな勢いで、高

品質な医療機器の製造で成長が期待される企業で

す。株式会社小松精機工作所の常務であった小松

社長が、「腕時計の部品製造の仕事はいずれなく

なるから、いいかげん転身すべき」と考え、電子

部品から自動車部品と転換し、最終的に、新会社

を設立して医療の分野に進出しました。小松社長

は博士課程で超微細粒、詳しくはステンレスの組

織を微細にして、素材の構成を変えないまま強度

だけを上げる技術を発明し、高品質な医療器具の

開発に成功しました。その技術で、海外にも取り

引きを拡大しました。

もう一点は、非常に割り切った経営方針を持ち、

「中小企業は経営の身の丈からして、納入先のす

べての要望に単独で対応するのは難しいので、足

りない部分は他社との連携で補う」という考えで

す。需要先の動向を見極めながら、先端的な知識

を吸収するため、学識者や大企業の研究者などの

専門家と交流を深め、次に何が起こるかを考え、

対応しているところに、会社の「稼ぐ力」の源泉

があります。

最後に、HILLTOP株式会社（京都府宇治市）

（付表⑫）です。HILLTOP株式会社は、HILLTOP

Systemという多品種・単品生産システムが強み

で、ロサンゼルスに工場を設立し、量産ビジネス

は捨てて試作のビジネスで会社を確立しました。

付表⑫左下の「多品種少量・単品生産への転換と

その後の米国進出」にあるように、最初は量産系

の仕事をしていましたが、現社長は薄利の量産の

仕事から、超短納期での試作中心のビジネスモデ

ルに転換しました。アルミ加工にポイントがあり、

右上のキーワードの「目標との関係でとった手段」

にあるように、アメリカでのニーズは、日本と違っ

て品質よりスピード重視ということに気づいたこ

とです。アルミの試作加工を迅速に対応できる会

社が少なく、自社技術で差別化ができると考え、

進出から３年で超有名企業を含む300社と取り引

きを開始しました。

４．素形材産業の「稼ぐ力」向上に向

けた視座

各社のヒヤリングからを踏まえ、素形材室が考

えた事を話します。「稼ぐ力」の向上のためには、

経営者の「思い」と「熱量」の認識・再認識が必

要で、それを具体的なアクションに結び付け、最

後は「稼げる」ビジネスに結び付けないといけな

い。また中小企業は、人・もの・金などのリソー

スが不十分であり、その中で、どう実現するかが

ポイントです。抽象的ですが、こういう事が重要

だと改めて思います。

プレゼンテーターの話を整理すると、「ターニ

ングポイント」は事業承継の時、取引先から最後

通告を突きつけられた時など、結構ドラスティッ

クな変化点で「思い」と「熱量」の認識が発生し

ており、元々の会社は、量産系で不況であること

が多い（付表⑬）。「思い、目指した目標」は、

「量産の仕事は絶対に嫌だ」、「ものづくりで夢を

かなえる」などの思いを契機に、従来の取引構造

からの脱却、新分野への進出、などに取り組んだ
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ということです。また、「自社の保有するリソー

スの組み合わせで新技術・新事業ができる」、「自

社で苦労して発見した事や自社の現状とは違った

新しいことに取り組みたい」との思いが非常に強

いことが特徴です。

また、「稼ぐ力」にはいろんな分野があるなと

いうことにも着目しています。医療、航空機、ロ

ボットなど多岐に渡りますが、どの分野というよ

りも、経営者が、どの分野で何をしたいかと思い、

「やりたい、やり切りたい」と思うのかが重要で

す。最初にお話したように、産業構造は当面、宇

宙・航空・医療・ロボットなどが、自動車産業の

代替産業となる見通しがなく、「自動車の次はこ

れです」と言えない中で、おのおの思いを持って

いる方々の後押しが一番重要と考えています。

あと、「実現の手法」、「リソース」です。もの

づくり技術をデータベースにして、分析して独自

のシステムや新原理を見つけ、それを競争力にし

ていったのがHILLTOP株式会社や、コアな技術

を持ちながら、不足するリソースは連携やネット

ワークを利用し不足を補完していった菊池製作所

株式会社などこれらの会社は、新しく参入した事

業で、ユニークな手法で、目的を実現しました。

５．三つの重要な要素

「稼ぐ力」のために重要なのは、今回の事例か

らは「コア技術力」、「マネジメント力／経営力・

人材力」、「見せる力・売り切る力」に要約されま

す。

「コア技術力」は競争力の源泉として必要です。

「マネジメント力／経営力」は、新分野で新しい

ことにチャレンジするために、組織の中で働く一

人一人のやる気がなければ困難が突破できないと

いう意味で重要です。「見せる力・売り切る力」

は、例えば自動車メーカーであれば製品を見せる

だけで顧客に理解されますが、部品やその単一工

程の仕事では難しく、その会社が保有する技術力

を取引先にいかに理解させるか、技術をどう表現

できるのかが重要です。

６．「稼ぐ力」をつけるための方策

稼いでいる人たちの事例を参考に、稼げていな

い人がこれから稼げるようになるには、どういう

課題があるかという観点で話します（付表⑭）。

まず、「コア技術力」の面では、自社の保有す

る技術の素晴らしさ、強い競争力に無自覚であり、

技術の言語化、訴求力ができていない。自立的・

自発的に気づくこともなかなか難しかろうと思い

ます。

「見せる力・売り切る力」という点では、「技

術の訴求」は、そもそも実施しておらず、自社が

保有する知的経営資産・営業秘密・ノウハウ・知

的財産・経営理念などに加え、自社が保有する同

業他社や異業種他社とのネットワーク、従業員の

各人が持っている能力、それらの価値やすごさを

自覚していません。これらも同様に、自前で気づ

く難しさがあります。

「マネジメント力」については、マネジメント

層が新しいことに取り組む際の「経営スキル」が

不足しています。マネジメント人材も不足してい

ると考えます。連携やネットワークを進める場合

も、どんな人にどういう形で会うかというのも難

しい。また、当面の繁忙や事業の採算悪化、金融

面での支援の得にくさなどの直近の課題に振り回

されて、長期的なチャレンジが難しく、そこで一

歩踏み出す経営判断ができない、というのが実情

と思われます。
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７．今後の方向性

それでは苦しい中で、どうやって打破していく

のかですが、まずは「諦め」にも似た雰囲気を打

破するためにも「雰囲気づくり」は最低限必要だ

と考えます（付表⑮）。今回の「稼ぐ研」での各

社のプレゼンは、実際の各社の苦労が詰まったす

ばらしいものでしたので、経産省としては、苦労

して稼がれた人たちの思いがライブで感じられる

ような情報発信の場づくりをしないといけないと

感じます。

また、「稼ぐ研」の委員、プレゼンテーターか

ら「経産省もいい人を選んで集めてくれたじゃな

いか」という意見もあり、「やる気があり、次に

進みたい、何か新しいことをしたい、連携する場

が欲しい」という意見がありましたので、マッチ

ングの場も考えたいと思います。

実際のムーブメントづくりは具体的にはなって

いませんが、あまり聞き慣れないかもしれません

が、動画配信を含めて「TED（TechnologyEn-

tertainmentDesign）」という思いを持った人が

情報発信する場みたいなもので、それがユーチュー

ブに掲載されて、誰でも見られるようになってい

るものがあります。難しい点はありますが、地域

別でそういったことをやってみることもおもしろ

さがあるかなと漠然と考えています。

付表⑮右下のTeam Japanの組成ですが、経産

省が、集めたい、会わせたい、と考える会社や人々

を、ひたすら会わせることを繰り返してもおもし

ろいかと思います。「異分野でも分かるコード作

り」というのは、訴求力の向上との観点から、

「自分たちはすさまじい精度で、数字も含めて、

こういう精度でこういう加工ができます」と医療

の機器メーカーに営業しても理解されない場合に、

「自分たちの加工をベースにすると、あたかも物

体を空中に浮いているかのように固定できる。そ

ういう技術を持っています」と表現したほうが、

訴求力があるかもしれません。そういう言語の変

換の可能性にトライしたいと思っています。

８．シリコンバレー発の警鐘

冒頭お話しした、今後の日本経済の懸念に関し

て、「稼ぐ研」の本体報告に加えて、自動車産業

での自動走行・電気自動車・コネクテッド・シェ

アリングは、今後どうなるのかについて話します。

不透明な要素が多いが、大きなうねりへの対応は

今から取る必要があり、実際に危ないと感じてい

ることを話します。「D-Lab」という団体は、シ

リコンバレーに在り、企業の駐在員など有志のメ

ンバーで構成されています。図６にある通り、テ

レビ、携帯電話、オーディオ機器などが、日本の

企業から海外企業に軒並みシェアを奪われました。

同じ事が日本の自動車産業でも起きるのではない

か、と懸念されます。

携帯電話からスマートフォンに変わった時、全

体がどうなるかは皆がわかりませんでしたが、振

り返ってみると、こういうことだったとわかりま
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す。最初にスマートフォンが出てきた時には、皆

が「不便な電話」程度の認識でした。全然違うも

の、驚異の発明品との認識がなかったことが、敗

因だろうと思います。

破壊的イノベーションのイメージですが、「当

初はおもちゃのように見えて欠点だらけだが、い

つの間にか既存業界の市場を席けんし、市場を破

壊する」というような事と理解すれば分かりやす

いかもしれません。シェアリング、電気自動車、

自動運転、コネクテッドなど、どれも今はあまり

「大したことはなさそう」と見られますが、「今の

時点では分からないから、イノベーション」と思

います。

シェアリング、コネクテッド、電気自動車、自

動運転が独立して動いているのではなく、同時に

起こり、全部リンクしていることが、危機感の根

源です。なお、シェアリングについては、シェア

リングビジネスのインパクトを中々日本では自覚

できないことが怖さでもあろうかと思います。例

えばカーシェアについてみると、日本ではタクシー

が便利であり最近ではアプリも整備されてきてい

るため、あまり自覚できませんが、日本を除く世

界の都市部では、シェアリングが急速に伸びてい

ます。

UBERは世界的に有名なシェアリングサービス

ですが、ほかにも数社のシェアリングのサービス

があり売り上げを伸ばしています。このビジネス

は、確実に自動車ユーザーの一定の層を奪ってし

まいます。日本車だけが影響を被るわけではあり

ませんが、海外での生産台数が減少する懸念があ

ります。

コネクテッドについては、自動車メーカーから

見たコネクテッドとGoogle、AppleなどIT関連

企業から見た自動車は、かなり認識が違います。

つまり、製造業である自動車メーカーから見れば、

車中心の世界でのさまざまコンテンツです。一方、
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IT産業から見ると、スマートフォンの延長線の

ように見えてしまう。コネクテッド関連が、車を

簡易に製造できるようになると、コモディティ化

する可能性があります。

EV(電気自動車)は、各国の環境規制（燃費、

排ガス規制）と関連があります。主要先進国中心

に環境規制が厳しくなるのは不可避であり、既存

のガソリンエンジンは、電気や水素といった代替

燃料に変わっていきます。EVは部品点数が少な

く、新たに必要になる技術、生産技術がある一方

で、既存の優位な技術力を生かした部品、工法が

消滅もしくは陳腐化する可能性があります。自動

車業界の構図が塗り替わり、素形材産業も大きく

影響を受けます。勝ち組にとっても負け組にとっ

ても、現状を逆転させるチャンスでありピンチで

もあります。EVは機構が簡素で日本の自動車メー

カーの得意な「すり合わせ」が強みになりません。

はめ込めば動くので、それが怖さだと思います。

次に、自動運転です。自動運転はどれだけ走ら

せたかで、有利不利が決まります。サンフランシ

スコで事故があった時に「もうやっちゃ駄目」と

言ったら、隣の州のアリゾナが手を挙げて「やっ

ていいよ」ということになりました。結局、サン

フランシスコでも「もう１回やっていいよ」となっ

て、規制緩和の動きが比較的スムーズです。一方、

日本では簡単には緩和されない、すなわち自動運

転の走行試験が許可されず、不利な中で自動走行

の開発が、欧米に負けないスピードで、進められ

るかが課題です。

ここまでの話を総括すると、自動車一本足の量

産型のビジネスモデルで、複雑な産業構造を形成

してきたが、本当にこの先20年、30年、大丈夫な

のかと懸念されます。だからこその「稼ぐ研」で

あり、今後も継続して研究を進めていただきたい

と思います。「どうやって稼げばいいか」という

共通的な解は無く、今後もいろいろなところで議

論しながら継続的に検討していきたいと考えてい

ます。

【質疑応答】

加藤：自動車産業などは、例えば、市場が電気自

動車に転換したら、大企業も追随せざるを得ませ

ん。消費者が何を選ぶかによって常に左右され、

我々中小企業は生産を柔軟に構えていかざるを得

ないのです。

中小企業も５つに分けるべきです。元々ひとく

くりでしたが、中小企業と小規模企業に分かれて、
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更に従業員５人以下の企業が零細企業となり、よ

うやく３層に分かれました。今後の製造業の活性

化を考えると、中小企業は「稼ぐ研」でも取り上

げられた株式会社アスカのような中堅企業は、中

小企業とは分けて、行政の戦略も変えるべきと考

えます。

また、中小企業は、産業別ではなく要素別に分

けるべきです。自動車産業、航空機産業という分

類ではなくて、例えば、切削・研削であれば、技

術・生産技術力を航空機・自動車・医療分野など

でどう発揮するのかということです。本日のお話

でも、自動車産業から他産業に転換した例があり、

マッチングなどを検討する際も業種でくくらない

ほうが良いと思います。

私は内閣府の「プロ人材」として、昨年220か

ら230社、零細企業に近い会社を訪問しましたが、

経営力の問題で、市場創造ができずに売り上げの

確保ができないところが多く、どの産業に売り込

むのか、そのときに大事なのが事業領域で、意外

と狭くて、それで売り上げが止まって苦労してい

ます。自社の強みや製造技術力が重要です。中小

企業は、生産技術力が重要であり、その基は「技

能」です。これが中小企業の役割であり、大企業

の要求にマッチする技能がある会社は、やはり伸

びて、それが市場創造につながっています。

それを支える人材育成をどうするかも問題です。

企業訪問して、市場創造、人材育成などの視点で

見るわけですが、経営者に戦略があれば、10年先

は難しいが、５年先ぐらいまでは見えてきます。

先が見えないので、社員も意気消沈して、毎日の

仕事をこなしているだけだが、先が見えてくると、

頑張ろうかなという気になって、会社の中が明る

くなります。

新宅：我々の研究でも「先が見える」というのは

大事です。同僚の高橋先生は、組織活性化の研究

をしており、「ホワイトカラーの現場で活性化し

ている組織とは何だろうか、どういう組織が活性

化しているか」その要因を20年調べて、「見通し」

という変数を作りました。10年後の自分の働いて

いる会社や職場の姿が前向きに想像できるか、自

分個人として10年後にそこでどうなっているかが

見えるか、全く見えないのか、これが重要です。

３年前に全日本電機・電子・情報関連産業労働

組合連合会（電機連合）と日本の電気業界の職場・

工場を100社3,000人ぐらい調査しました。工場も

同じで、先が見えないから従業員は下を向いて仕

事をしている。外から見れば、いろんなイノベー

ションがあり得るのに、前向きに行かない。

今回経産省の「稼ぐ研」で企業に訪問しました

が、総じて従業員が明るく、ある金型メーカーは

「前とは全く変わった」と言っていました。

藤井：HILLTOP株式会社のように、系列から脱

出して苦労しながら事業を確立したところと、系

列の中に入って、利益を上げ、技術を高め、とい

う方針の会社があります。系列の中でやっていく

か、出るか、それが１つの選択であり転換点にな

りますが、頑張っている会社は系列の中で生きて

いく、出るというリスクも含めて、どのように考

えているのでしょうか。

岡本：今回は「出る」企業に着目しましたが、中

にいる判断も全く問題ないと思います。ポイント

は事業継続をできるかどうかです。系列の中で再

投資可能な利益を稼げるとの判断ができればよい

ですが、そんな企業は相当少ないかもしれません。

まだ明確ではありませんが、全ての企業がサプラ

イチェーンの中で生きていく事は難しいかもしれ

ないので、それ以外の選択肢もあると良いと思い

ます。正確には両方の選択肢があれば、企業にとっ

ては良く、量産の仕事をやりながら試作の仕事を

やれば良いし、「量産だけに基軸を置くことには

リスクがあるのでは？」と助言しました。サプラ

イチェーンの中で継続できるなら、それはそれで

問題ないと思います。

藤井：ヒヤリングされた企業にも段階があり、

HILLTOP株式会社も10年前なら大変苦しんでい

ましたが今は乗り越えたのでしょう。一気にゼロ

にしなくても、量産、試作を行いながら、徐々に

比重を変えていくという選択肢がありますね。

新宅：ヒヤリングした結果では、量産と試作を共

存させるのは難しく、自動車関係で、系列一本や
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りから少し広げて試作もやります、というのは継

続発展的、前進的な変化だと思いますが、異業種

で、量産と試作を行うなどの両立はやはり難しい

と聞きます。菊池歯車株式会社が株式会社Aero

Edgeを作って、量産、試作を両方やっています

が、分社化し、人材もトップも分離しています。

HILLTOP株式会社のような試作ビジネスも、両

方やっていたら成功しなかったのではと思われま

す。

藤井：発想とか、人も違うでしょうし、量を稼ぐ

のと、一品で30万円か100万円稼ぐのとはやはり

違いますよね？

新宅：全然違う業界ですが、朝、授業で話しまし

たが、最近話題のヤマト運輸株式会社が宅急便に

参入したときには、それまでやっていた株式会社

三越（当時）の仕事を全部捨てて、最初は企業か

らの受注荷物、今でいうamazonなどの宅配は請

けませんでした。当時の小倉社長が社員やドライ

バーの資源を全部CtoCにつなげたかったからで

す。

中小企業は資源が限られており、事業を拡大し

て資源を分散させることは戦略的にまずいことが

多いので、そういうことも必要ではないかと思い

ます。

「稼ぐ研」でも「きっかけが危機だったから、

そうせざるを得なかった」、「社長の思いでそうし

た」、そういう話でした。

笹野：一般社団法人中部経済連合会（以下、「中

経連」）ではここ２年ぐらい「中部コーディネー

ター研究フォーラム」を実施しています。中経連

は大企業が会員に多いのですが、成長したい中堅

企業・中小企業の役にも立ちたいので、

「Linkers」
（※１）

を中部で広げたいと考えております。

もう１つの企画は、中部５県、各地域で中小企業

支援のネットワークであるコーディネーターの方

を集めて、勉強会を３カ月に１回実施しています。

中小企業には中堅企業に成長していただきたいで

すし、自動車関連の仕事が、今後減少するかもし

れない中で、自動車部品の関連企業が他分野に進

出することが増えればという思いです。事業戦略

とか事業計画などの難しい言葉を使わずに、経営

者に実質的に考えてもらう事ができるようにする

にはという問題意識で、戦略の勉強会を実施して

います。

話は変わりますが、経産省が「よろず支援拠点」

という中小企業の支援活動を行っています。いろ

いろモデルがありますが、富士市の「f-Biz」の

小出センター長は、ほとんど財務諸表を見ずに１、

２時間話を聞いて、「おたくさまの強みはこれで

すね」とずばり指摘されます。強みをアピールす

るため、こんなITの方法があるとか、ホームペー

ジがこうあるとか、こういう名前を付けたらどう

ですかとか助言されます。これを経産省が高く評

価して、小出モデルを広げるために「よろず支援

拠点」を各地に１つ設立しました。ただし、小出

モデルは、サービス業や零細企業の強みの指摘に

強いのですが、自動車部品関連などのものづくり

企業向けに本質的な強みや成長戦略を助言するこ

とは非常に難しいことだと思います。由紀精密株

式会社はお客様に聞いたとの事で、１つの手だと

思います。「自社の本質的な強み」が認識できれ

ば、他産業に出るときに、その強みをきっかけに

やっていけます。あるいは、従業員が「それなら、

いろいろ知恵を絞るよ」となるかもしれません。

ものづくり企業の強みを言い当てられる人は少な

いと思いますが、加藤会長は多分そういう方だと

思うので、その辺りはいかがでしょうか。

加藤：「プロ人材」で訪問すると、企業は目に見

える課題ばかり言います。「よろず支援拠点」も

それを心配しています。本質的な課題はどこかを

聞こうとしても、結局過去の延長線上で見るから、

見える課題しか出てきません。「あなたの会社は

将来どうしたいのですか」、「どんな経営をしたい

のですか」と聞いても話が合わず、「これのほう
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（※１）地元の企業・大学・研究機関のことを熟知するコーディネータの目利き力を活用し、大企業・中小企業（＝発注企業）のニーズと中堅・中小

企業、ベンチャー企業や大学・研究機関（＝受注企業）の技術シーズをマッチングするサービスです。リンカーズ株式会社によって運営され

ています。（一般社団法人中部経済連合会ホームページより）



が問題ですね」と言うと、「言われてみれば、そ

うですね。それでは、そこを少し掘り下げてみま

しょうか」となります。もう１つは、中小企業は

経営資源がありませんが、無い経営資源を、更に

有効に使っていません。「これは使っていません

よね？金も何も要らないし、今いる人材でいいの

で、ここだけでも、まず使ってみましょうか。無

駄というか、ロスがありますね？ 潜在能力が出

ていませんよね？ それでは、風土的にどうしま

しょうか」と助言します。５Ｓ（整理・整頓・清

潔・清掃・しつけ）の推進についても、必要性か

ら説いていくと、社員は一生懸命やって、「きれ

いになってどうですか」と言うと、「そうですね、

雰囲気がよくなりました」となります。少し誘導

をかけるだけでそれで変わってくるのです。

浜松：この研究会も「稼ぐ力」と名付けています

が、この議論の立脚となる「稼ぐ企業」はどう定

義されているかをお伺いできますか。

岡本：今回は、厳密に定義づけていません。グロー

バルに稼いでいる大企業の「稼ぐ」という概念と、

地域に立脚して事業展開しておられる中小企業の

「稼ぐ」の意味は違うと思います。

利益率、営業利益率、当期純利益などの財務デー

タの数値内容が良いことに着目したというよりは、

「事業転換により少なくともこのまま会社として

継続できそうだ」、「こんな強みを生かして会社が

継続できるようになった」というような観点を重

視しました。再投資に回せる資金が確保できて、

少なくとも５年、10年ぐらい何とかできそうだと

いう企業を目利きして研究してきました。

浜松：業界の平均利益率以上の高い利益率を継続

している、という定義ではないということですね。

岡本：そういうのではなく、会いに行って、この

企業は面白そうだなという属人的な判断です。

浜松：どの企業もすごく特徴的で面白いですが、

中小企業から「実はうちは言っていないけれど、

利益率はすごく高い」と聞くこともあります。表

に出てこない「稼ぐ力」のある企業がたくさんあ

るのではないでしょうか。

岡本：たくさんあります。例えば、利益率が15％

ぐらいのプレスメーカーがありました。各生産ラ

インでどれだけの利益を稼げているか、社長が見

て分かるので、設備にいくらかけて、従業員をど

のように配置して、との管理ができている会社が

ありました。例えば、トヨタ自動車向けであれば、

売り上げ（生産計画、納入製品の販売単価）、コ

スト（稼働率、マシンレート、人件費）から、年

間のおおよその粗利が生産ラインごとに分かり、

会社の採算見込みが出せます。採算が確保できる

受注しか受けず、利益率15％で常に回しているそ

うです。

浜松：組織能力や現場力に着目していますが、強

いなと見えて、実は利益率を見ると、そんなに高

くなかったという企業があり得るのではないでしょ

うか？「企業が利益を再投資できるレベル」を目

線にするならば、そこを見るときに利益率はどう

見ていったらいいか、私自身もまだ疑問です。こ

こに挙げられている企業はすべて高い利益率を挙

げているという前提で、その中で特徴的な競争優

位を築いているという目利きをしているというこ

とでしょうか。

岡本：採算が大幅赤字ではまずいですが、今回の

視点は、あくまで事業転換やユニークな経営方針

で「稼ぐ力」を向上させた企業に着目しました。

製造業、特に自動車部品産業の場合、20年前の設

備で作り切れればいいが、部品の仕様変更、設計

変更により新たに設備投資、R&D、技術開発に

お金をかけなければいけません。人の研修、投資

それらは全て製造原価です。売り上げから材料を

引いた後、開発費用や設備投資の減価償却費、人

材投資を引いて、最後に利益として残りますが、

その利益分がある程度蓄積できないと、次の例え

ば3,000万円の投資が出来なくなります。次も必

ず必要になるであろう再投資のための元手分につ

いても稼げていないと駄目だという意味です。そ

の意味では、財務体質的なデータもある程度考慮

しますが、利益、単に営業利益率がいいとか、付

加価値率がいいとか、そういう視点だけではない

と思います。

田島：三角形のピラミッドでよくTierⅠ、TierⅡ
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と言われるが、最近「TierⅢの企業を探してくれ」

と依頼されます。探そうとしますが、10年前はい

ましたが、今はほとんどいません。よく見ていく

と、全てTierⅡの会社になっています。以前の

TierⅢ、TierⅣは、現在、TierⅠと直接取り引き

しており、定義に当てはまりません。「TierⅢの

中小企業を探してくれ」と依頼されますが、TierⅢ

の定義に当てはまらないので、「その企業はいま

せん」という状態になります。

逆に言うと、中部経済産業局が今、よく知って

いる企業は、実はTierⅡとかTierⅠになってしまっ

ています。TierⅢがいるはずですが、見漏らして

います。我々は見えていないです。30万社、40万

社いるのに、その３番目が見えていません。

要は、いい企業しか見えていないので、こういっ

た場でも、いい企業しか推薦できない。企業を調

査するために、若手の経営者を集めて、周辺にネッ

トワークを作らせて、我々もその中に入って、

「隣にいる人は誰？」とゲーム感覚で広げていく

事を実施しています。

自動車産業では、利益率はトヨタ自動車株式会

社から厳しく見られています。５％を上回ると削

られるので、５％を上回って利益率を確保するこ

とはほとんど不可能だといいます。しかしながら、

これは不公正な取り引きというわけでは決してあ

りません。そのための利益を確保されているし、

設備投資もできる余裕資金も確保できます。

利益とは、率で見ていくことがすべてではない

し、額で見ることもすべてではありません。企業

の長期戦略の中で来年投資したいものを、今ある

中でどれだけ利益として見られるかという事です。

「川上、川中、川下の、真ん中の企業を選んで」

と言うと、この会社は川下の仕事もしていたよね？

どっちの企業だろう？となります。「売り上げで

選んで」と言われたから、「じゃ、川下だね」と

川中から除外してしまう。商社機能をあわせて持っ

ているところが「ものづくり企業か」と言われた

ら、「商社機能の売り上げのほうが大きいので、

商社ですね」と言い、ものづくり企業から外れる。

というのが今、我々が思っているジレンマです。

次に移すための努力の中で、ある事業を買収し

たり、ある事業を新しくつくったりしているとこ

ろがあります。これが、稼ぐ力のための事業転換

と言えるかどうかも疑問です。例えば兄弟で今ま

で事業をしていましたが、弟の息子が入社し、兄

貴である社長の息子も入社しました。この先、い

とこ同士がうまくいかないかもしれないので、弟

のほうを切り離そうと子会社にして弟が経営する。

そういう分社化をしたところは結構たくさんあり

ます。その会社が伸びてきた、そのきっかけは何

だったのかというと、兄弟げんかをしたくないか

ら分社したというのが本音ですが、形式上はこう

いった産業が伸びてきたので、伸びたところを分

社化したと報告されます。こういう話もよく見る

とあったりしますから、簡単には分析できません。

よく知っている企業からの方がいいかもしれませ

ん。

新宅：皆さんにご発言が行き渡っていませんが、

また次回以降にぜひご意見いただきたいと思いま

す。
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付表① 素形材産業の位置づけ（１／２）

付表② 外部環境・構造要因（1／３）:「量」の減少（中長期）

*1

*2
8.5
42
3.3

25
*1
*2
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付表③ 外部環境・構造要因（２／３）：「質」の変化（中長期）

付表④ 外部環境・構造要因（３／３）：人口減少～人材・後継者の欠乏（初期）
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付表⑤ 素形材産業の課題等：アクションする「元手」を稼げていない

付表⑥ 素形材産業の課題等深掘り～稼ぐ研を通じて得られた各種の課題等

Trust

Tier
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付表⑦ 株式会社 井口一世

付表⑧ 株式会社 由紀精密
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付表⑨ 菊池製作所 株式会社

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

付表⑩ 株式会社 IBUKI× 株式会社 O2
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付表⑪ 株式会社 ナノ・グレインズ

付表⑫ HILLTOP株式会社
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付表⑬ （２）各プレゼンテーター企業のステップ概要

付表⑭ （２）ビジネスに結実していくまでの様々なハードル（２／２）
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付表⑮ （３）今後の取り組みの方向性
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